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• 昨年度フォローアップWGにおける進捗評価
– 主なコメント・指摘事項
基準年度(１９９０年度)がベースラインとなっていない

– 課題
生産数量が大きく減少し、多品種･小ロット化が進んでいる

• 指摘を踏まえた今年度の改善・追加等
– 検討結果等
２０２０年までは現行の基準年度を使用
２０３０年の削減目標については新たな基準年度を定め、中長期目標を
検討する。

０．昨年度審議会での評価・指摘事項

１



１．染色整理業の概要

２

• 主な事業
木綿等の天然繊維やポリエステル等の合成繊維の単一素材及び混紡・交織素材
からなる糸や織物・編物に対して、色･柄及び風合い(手触り)･機能性を付与す
る製造加工業。

• 業界の規模
– 企業数：168社（90％以上が中小企業）
– 市場規模：約1700億円
– 輸入浸透率は97％を超えている

• 業界の現状
– 1990年以降の円高により、海外からの安い輸入繊維製品が国内市場に溢れて、国内
の染色加工数量は減少の一途を辿ってきた。

– 2013年以降、円高は是正され、新興国においても賃金の上昇や労働環境の改善及び
排水処理施設の整備等により、製造コストは上昇し、国内生産は見直されつつある。

– 今後は、2015年に産官共同でスタートした「Ｊ∞Quality」(＝織編･染色･縫製をすべ
て国内で行った純国産製品)に代表される付加価値商品を中心にして、国内生産は緩
やかに回復するとみている。

– 原材料費や運賃が高騰し、高齢化と人手不足が改善しない中で、働き方改革が始まっ
ている。今後、生産数量や生産効率が向上するのか低下するのかを見極める。



３

２．染色整理業界の「低炭素社会実行計画」概要

• 目標指標： CO₂排出量
– 2020年 2019年7月改訂
CO₂排出量を1990年比で69％削減し、116.5万t-CO₂とする。

– 2030年 2019年7月策定
CO₂排出量を1990年比で72％削減し、104.3万t-CO₂とする。

• 目標策定の背景
－新興国では人件費の上昇や環境規制の強化により製造コストは上昇している。
－国内は、「J∞Quality」等の付加価値商品を中心に緩やかに回復すると見ている。
－原材料費や運賃･燃料コストの高騰が、生産に悪影響を及ぼしている。

• 前提条件
－事業部門(製造工程)に加えて、本社･営業所･研究所等の間接部門も対象

• 目標水準設定の理由とその妥当性 等
－2018年度の生産量が見通しの93％に止まったこと、及び昨年のFUにおいて、2020
年度の目標に対する進捗率が106％であったことから、2020年度及び2030年度の目
標を見直した。



• 2018年度の実績値
– 生産活動量（単位：億ｍ２）：１８．１３（基準年度比２５．８％、2017年度比９９．６％）
– CO₂排出量：９８．８万t-CO２（基準年度比２６．１％、2017年度比９５．１％）
– CO₂原単位①：５．４５万t-CO２／億ｍ２（基準年度比１０６．１％、2017年度比９５．６％）

• 進捗率
– 2020年目標：１０７％ ／ － 2030年目標：１０６％

• 目標達成に向けた今後の進捗率の見通し・課題
– 国内の加工は、益々、付加価値商品にシフトし、CO２排出量及び排出原単位は増加すると予測す
るが、今後も、各種の省エネ対策を実施すれば、目標は達成できるとみている。

３．2018年度の取組実績（１）

【要因分析】
1990年度以降、生産量の減少に伴い、
ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量とともにCO２排出量も減
少した。
CO２排出原単位については、小ﾛｯﾄ･付
加価値商品の増加により、ｴﾈﾙｷﾞｰ原単
位とともに、増加傾向にあったが、2018
年度には各種の省ｴﾈ対策が実施され、
2017年度比で4.4％低下した。
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３．2018年度の取組実績（2）

• 使用燃料種別の比率比較（発熱量ベース、1990年度 vs 2018年度）

５

Ｃ重油46.7

Ａ重油13.7
灯油1.2

ＬＰＧ8.7

都市ｶﾞｽ3.4

ﾊﾞｲｵﾏｽ燃料5.1

購入電力21.1

1990年度:

・CO₂原単位①(万t-ＣＯ２／億ｍ２)：５．４５（基準年度比１０１．５％、2017年度比９５．６％）
・CO₂原単位②(万t-ＣＯ２／万kl）：１．９８（基準年度比８５．３％、2017年度比９７．１％）

【要因分析】
1990年度比で2018年度は、生産ｍ２当たりのCO₂原単位①は１．５％増加したが、 発熱量（原油換算Ｋｌ）当
たりのCO₂原単位②は１４．７％減少している。これは、使用燃料種の構成が、従来の重油中心から、ガス(都市ガス、
ＬＰＧ、ＬＮＧ）主体へと転換してきたためである。
2017年度比で2018年度は、CO₂原単位②は２．９％減少した。石油燃料の比率がが１２．９％から１１．６％
に減少し、ガス燃料が５３．５％から５６．３％に増加したためと考察する。

Ｃ重油, 9.1 

Ａ重油, 2.5 
灯油, 0.0 

ＬＰＧ, 6.6 

都市ｶﾞｽ, 35.0 
ＬＮＧ, 14.7 

ﾊﾞｲｵﾏｽ燃料, 7.1 

購入電力量, 
25.0 

2018年度



３．2018年度の取組実績（3）

• ＣＯ２排出量の増減に関する要因分析

6

ＣＯ２排出量
基準年度→2017年度変化分 2016年度→2017年度変化分
（万t-CO₂） （％） （万t-CO₂） （％）

事業者省エネ努力分 ４３．３０８ １１．５ -１．２１８ -１．２
燃料転換の変化 -５４．４５６ -１４．４ -１．５０８ -１．５
購入電力の変化 １５．９９３ ４．２ -１．８７１ -１．８

生産活動量の変化 -２８３．４０３ -７５．１ -０．４５５ -０．４

合計 -２７８．５５８ -７３．８ -５．０５３ -４．９

考察
・基準年度比では、「生産活動量の変化」に伴うＣＯ２排出量の減少が－２８３万ｔ、－７５．１％で最も大
きい。
・「事業者省エネ努力分」は、基準年度比では１１．５％とﾌﾟﾗｽであるが、2017年度比では－１．２％と減少
した。ここには、「事業者の省ｴﾈ努力分」の他に、「加工内容の変化」（多品種･小ﾛｯﾄ･付加価値加工への移
行）も含まれている。
・2018年度に実施された代表的な省ｴﾈ、ＣＯ２排出削減対策を次に示す。
投資金額計：約４．３億円、削減効果：原油換算約２，０００ＫＬ
①省エネ加工設備（低浴比液流染色機以外）の導入
②保温・排熱回収・制御方法の変更等
③高湿度センサー/PID制御の導入とと照明のＬＥＤ化



対策項目 対策の概要 削減見込量 普及率見通し

事務所及び事
業所における
照明のＬＥＤ
化

従来、事務所及び事業所にお
いては、長形蛍光灯及び水銀
灯等の照明が使用されてきた。
近年、ＬＥＤ照明の技術開発
が進み、事務所等のオフィス分
野だけでなく、
事業所等の生産分野の照明に
も代替することが可能となった。

2020年度
8,000t-CO2/年

2030年度
16,000t-CO2/年

基準年度
(2015年度)
14％
2018年度
25％
↓
2020年度50％
↓
2030年度
100％

３．2018年度の取組実績（4）

ＢＡＴ、ベストプラクティスの導入推進状況

7

・従来の照明（蛍光灯、水銀灯）からＬＥＤへ代替することにより、平均６４％の省エネになる。
・ただし、各メーカーの規格が統一されていない、使用環境によっては予想より寿命が短い等の
問題があり、さらに、大型照明が高価、高温多湿環境への適性、防爆仕様、染色物の色の再現
性等にも課題がある。（会員企業のアンケート調査より）



４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献

低炭素製品・
サービス等

削減実績
（2018年度）

削減見込量
（2020年度）

削減見込量
（2030年度）

夏季の「クールビズ」や冬
季の「ウォームビズ」商品
の製造段階において素
材の特性を生かすように
工夫している。

データ無し

8



５．海外での削減貢献

海外での削減貢献 削減実績
（2018年度）

削減見込量
（2020年度）

削減見込量
（2030年度）

1 特になし

9

６．革新的な技術開発・導入

革新的技術・サービス 導入時期 削減見込量

1 特になし



７．その他取組（１）
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• 業務部門での取組
－目標：業界としての目標策定には至っていない。
・目標を設定している企業は、ごく一部の先進的企業に限られる。
・多くの企業において、照明の間引き、昼休みの消灯、冷房２８℃/暖
房２０℃等の活動については、実施済みとの報告はある。

• 運輸部門での取組
－目標：業界としての目標策定には至っていない。
・ほとんどの企業において、目標を設定するまでには至っていない。
・物流については運送業者への依託がほとんどであり、各企業が関与でき
る部分は少ない。
・「ＪＲコンテナ」を利用できるところは、「トラック輸送」より「ＪＲ
コンテナ」の利用を心がけている。



７．その他取組（２）
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• 情報発信の取り組み
－業界団体
・低炭素社会実行計画報告書を協会ＨＰに公開
・低炭素社会実行計画報告書を会員企業へ配布
・省エネ機器・設備メーカーによる講演会の実施

－個別企業
・環境報告書ＣＳＲ報告書に、地球温暖化ガス排出量を公表
・ＩＳＯ１４０００認証取得
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参考資料

参考資料として、「経済産業省生産動態統計 繊維・生活用品統計編」
を使用した。
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